
（百万円）

分子の構造
年度 H29 H30 R01 R02 R03

1,035,115 1,034,725 1,026,876 1,030,067 1,018,332
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- - - - -
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- - - - -

- - - - -

- - - - -
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分析欄

（10）将来負担比率（分子）の構造（都道府県） 令和3年度 愛媛県

（百万円）

一般会計等に係る地方債の現在高は、交付税

措置のある臨時財政対策債の残高増加により高

止まりしているものの、事業の計画的な執行な

どにより、適切な水準を維持している。このほ

か、職員数の減等により、退職手当負担見込額

が減少している。

また、財政健全化基本方針等に基づく取組み

を徹底し、財政調整基金等の積み増しにより、

充当可能基金が増加した。

なお、令和３年度には借換債の借入中止によ

り地方債残高が減少した。

今後も、将来負担に配慮した地方債発行を行

うなど、引き続き財政運営の適正化に努める。
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